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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については 

記載しておりません。 

     ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりま

せん。  

４．第19期の１株当たり配当額には、店頭登録記念配当3,000円が含まれております。 

５．第20期において、１株につき３株の割合をもって株式分割を行っております。 

６．第20期の１株当たり配当額には、中期経営計画達成特別配当1,000円が含まれております。 

７．第21期の１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第二部上場記念配当1,000円が含まれております。 

８．第22期の１株当たり配当額には、５期連続過去最高益更新記念配当500円が含まれております。  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

提出会社の経営指標等      

売上高（千円） 21,331,577 21,331,576 23,934,593 25,739,716 28,405,477 

経常利益（千円） 1,993,696 2,433,352 3,364,639 4,052,862 4,453,009 

当期純利益（千円） 1,138,943 1,423,933 1,929,611 2,274,287 2,651,783 

資本金（千円） 2,182,500 2,182,500 2,182,500 2,182,500 2,182,500 

発行済株式総数（株） 16,000 48,000 48,000 144,000 144,000 

純資産額（千円） 5,468,268 6,645,246 8,333,269 10,371,417 12,571,438 

総資産額（千円） 11,912,177 13,843,746 15,885,589 18,364,025 20,146,146 

１株当たり純資産額（円） 341,766.76 138,442.63 172,436.85 71,609.14 86,873.18 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

13,000 

(－) 

4,500 

(－) 

5,500 

(－) 

2,000 

(500) 

5,000 

(1,500) 

１株当たり当期純利益（円） 78,499.11 29,665.28 39,027.32 15,379.08 17,986.68 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 45.9 48.0 52.5 56.5 62.4 

自己資本利益率（％） 27.6 23.5 25.8 24.3 23.1 

株価収益率（倍） 15.92 8.09 12.27 19.76 28.35 

配当性向（％） 16.6 15.2 14.1 13.0 27.8 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
2,889,294 1,356,946 4,820,630 2,468,267 3,313,211 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△556,287 △329,170 △409,711 △592,854 △519,069 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,741,147 △808,000 △716,000 △336,000 △432,000 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
1,903,729 2,123,505 5,818,425 7,357,837 9,719,979 

従業員数（名） 153 157 159 162 162 



    ９．第21期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

            にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

            純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

10．第22期において、１株につき３株の割合をもって株式分割を行っております。 

    11．第23期の１株当たり配当額には、特別配当1,500円及び東京証券取引所市場第一部指定記念配当500円が含ま

      れております。 



２【沿革】 

昭和58年８月 映像パッケージソフトの販売を目的として、東京都千代田区麹町一丁目６番４号に㈱エィ・イー

企画を設立 

 ㈱バンダイが企画製作する映像パッケージソフトの販売代理店となる 

11月 ビデオカセット（ＶＣ）を発売開始 

12月 本社を東京都港区六本木五丁目11番38号に移転 

 世界初のオリジナルビデオアニメーション（ＯＶＡ）「ダロス」をビデオカセットで発売 

昭和59年６月 本社を東京都港区六本木五丁目16番３号に移転 

10月 レーザーディスク（ＬＤ）を発売開始 

昭和60年５月 本社を東京都渋谷区神山町10番３号に移転 

昭和63年３月 大阪府大阪市北区に関西事業部（現大阪営業所）を開設 

７月 日本で初めてのセルスルー方式（販売専用の低価格商品）ビデオカセットを発売開始 

平成元年３月 バンダイビジュアル販売㈱に商号を変更 

 愛知県名古屋市昭和区に名古屋営業所を開設 

平成２年３月 本社を東京都新宿区新宿一丁目26番６号に移転 

平成３年８月 バンダイビジュアル㈱に商号を変更 

 本社を東京都台東区駒形二丁目４番11号に移転 

平成４年10月 バンダイグループにおける映像事業の企画、製作、販売の一元化を目的として、㈱バンダイメデ

ィア事業部の営業を譲受ける 

平成６年３月 本社を東京都台東区松が谷一丁目３番５号に移転 

平成７年３月 マルチメディア事業に対する融資及び投資を目的とし、子会社マルチメディアファイナンス㈱を

設立（平成10年11月解散） 

平成８年７月 ゲームソフトの企画・製作部門の強化等を目的とし、子会社㈱ビー・ファクトリーを設立 

（平成12年12月に売却） 

12月 ＴＶアニメーションの企画・製作部門の強化等を目的とし、子会社㈱ビースタックを設立 

（平成13年２月に売却） 

平成９年７月 東京都杉並区にデジタルエンジン研究所を設置 

 デジタル多用途ディスク（ＤＶＤ）を発売開始 

平成13年11月 日本証券業協会に株式店頭登録（平成15年12月登録廃止） 

平成15年１月 音楽事業の拡大を目的とし、㈱エモーションミュージックを子会社化 

平成15年12月 東京証券取引所市場第二部に株式上場 

平成16年９月 本社を東京都港区東新橋一丁目９番２号に移転 

平成17年１月 

 平成18年２月 

  

海外事業の強化を目的とし、子会社BANDAI VISUAL USA INC. を設立 

東京証券取引所市場第一部に指定  

  



３【事業の内容】 

  当社の企業集団は、当社、子会社２社（非連結子会社）で構成され、映像著作物を企画・製作・販売することを

主な事業としており、「映像パッケージソフト事業」、「ライセンス事業」を事業部門としております。また、子

会社株式会社エモーションミュージック（非連結）は、主に音楽に関する著作物の管理を行っており、平成17年１

月に設立しました子会社BANDAI VISUAL USA INC.（非連結）は、北米における映像パッケージソフト事業の展開を

予定しております。 

 また、親会社である株式会社バンダイナムコホールディングスは持株会社として、当社以外にもその傘下にエン

タテインメント系企業を擁し、エンタテインメント事業を総合的に展開しております。 

 とりわけ親会社の子会社である株式会社サンライズは、アニメーションの企画及び製作を主とする事業を営んで

おり、当社は同社に対し、映像作品の製作を委託しております。株式会社サンライズは、当社に映像作品の供給を

行うとともに、株式会社サンライズが保有する映像作品のビデオグラム化権を当社に許諾し、当社はビデオグラム

化権に対する版権料を支払っております。 

当社企業集団の事業に関わる位置づけ、事業部門との関連は次のとおりであります。 

 また、「映像パッケージソフト事業」では、購入される顧客の特性等に応じ、４つに商品を区分しております。 

  

 事業の系統図は次のとおりであります。 

事業部門 事業内容 会社名 

映像パッケージソフト事業 

テレビ放映、劇場公開、オリジナルビ

デオ用などの映像著作物の企画・製作

及び映像パッケージソフト等の販売 

バンダイビジュアル㈱（当社） 

ライセンス事業 
映像及び音楽に関する著作物の権利利

用及び管理 

バンダイビジュアル㈱（当社） 

㈱エモーションミュージック（非連結） 

BANDAI VISUAL USA INC. （非連結） 

商品区分 商品特性 

映像ファン向け 
映像に対して強い嗜好性を有し、コレクション性を追求する顧客（主に18歳～30歳代後半の男

性）のために付加価値を高めた作品 

一般向け 年齢、性別にかかわりなく広くマスマーケットに向けた作品 

子供向け 幼児から小学校低学年児童を対象とした娯楽、教育作品 

新規商品 映像製作の過程から派生する素材等を利用した商品など 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．㈱バンダイは平成17年９月29日付で㈱ナムコと共同株式移転により、両社の完全親会社となる㈱バンダイ 

      ナムコホールディングスを設立し、平成17年12月１日付で当社の議決権は㈱バンダイから㈱バンダイナム 

      コホールディングスへ移管されております。 

     ２.「議決権の所有又は被所有の割合」欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

    ３. 有価証券報告書の提出会社であります。 

５【従業員の状況】 

（1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、出向受け社員を含み、使用人兼務役員、契約社員及び臨時雇用者（アルバイ

ト、派遣社員）は含んでおりません。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

（2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

主要な事業の
内容 

議決権の所有又は被
所有の割合 

関係内容 
所有割合 
（％） 

被所有割
合（％） 

（親会社）       

㈱バンダイナムコ

ホールディングス 
東京都港区 10,000,000 

 バンダイナ

ムコグループ

の中長期経営

戦略の立案・

遂行 

グループ会社

の事業戦略実

行支援・事業

活動の管理 

－ 
63.2 

(0.8) 

ブランディングコンサ

ルティングの委託 

  平成18年２月28日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

162 38.4 10.7 8,968,517 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当期におけるわが国の経済は、全産業活動指数に加え、個人消費も３年連続上昇となり、景気回復傾向の中、堅調に

推移いたしました。（注１） 

 当期の映像業界を取り巻く環境につきましては、高速大容量の通信環境が普及したことにより、ブロードバンドでの

コンテンツ配信ビジネスが注目を集め、また、インターネット通販の伸張により販売チャネルが変化するなど、流通イ

ンフラを含むビジネスモデルの変化が予見できる年となりました。 

 このような中、映像パッケージソフト業界におきましては、売上数量では、前年比を上回りながらも、ビデオカセッ

ト市場の縮小のため、売上金額では、前年比を若干下回る結果となり、平成12年から拡大を続けてきた映像パッケージ

ソフト業界は、平成11年以来６年ぶりに前年割れという結果となりました。しかし、ＤＶＤビデオの市場では、上半期

（１月から６月まで）こそ停滞傾向にありましたが、７月以降の売上は順調に推移し、通年ではメーカー出荷金額が

3,477億円（前年比8.7％増）となり、引き続き最高売上を更新することとなりました。販売用ＤＶＤビデオの市場で

は、洋画ジャンルにおきまして出荷数量が伸張したものの、低価格化傾向がさらに進んだことから売上金額におきまし

ては前年の実績を下回りました。一方、当社が主力商品としているアニメーションのジャンルにつきましては、売上数

量、売上金額ともに大きく前年実績を上回りました。ＤＶＤビデオの市場全体といたしましては、レンタル用ＤＶＤビ

デオも堅調に推移したことから、引き続き拡大していくものと思われます。（注２） 

 当社におきましては、ＴＶアニメーション「機動戦士ガンダムSEED DESTINY」をはじめとする大型作品が予想以上の

実績となったことに加え、レンタル用ＤＶＤビデオの導入が前年度から引き続き好調であったこと等が売上高の増加に

繋がることとなりました。 

 当期は利益率の高いライセンス事業で北米の売上が伸び悩んだことにより、売上総利益率は35.9％（前年同期比2.3

ポイント減）と、前期の実績を下回りましたが、業務の見直しによる効率改善等を推進し、売上増加に対して販売費及

び一般管理費の低減に努めた結果、経常利益率、当期純利益率は、ほぼ前期の実績と同水準を維持することができまし

た。 

 以上の結果、当期の売上高は284億5百万円（前年同期比10.4％増）、経常利益は44億53百万円（前年同期比9.9％

増）、当期純利益は26億51百万円（前年同期比16.6％増）となり、経常利益と当期純利益は６期連続して過去最高益を

更新いたしました。 

(注)１．経済産業省発表 平成17年年間回顧による 

  ２．社団法人日本映像ソフト協会統計調査報告書2005年１月～12月による 

  

事業部門別営業概況 

映像パッケージソフト事業 

 当事業部門につきましては、ＴＶアニメーション「機動戦士ガンダムSEED DESTINY」の大ヒットに加え劇場アニメー

ション２作品「機動戦士Ｚガンダム－星を継ぐ者－」、「機動戦士Ｚガンダム－恋人たち－」、さらにオリジナルビデ

オアニメーション「機動戦士ガンダム0083  5.1ch DVD-BOX」等が実績に大きく貢献し、一連の「機動戦士ガンダム」

シリーズの売上高は111億32百万円、売上構成比は41.9％（前年同期比20.1％増）となりました。また、劇場アニメー

ションの「スチームボーイ」やＴＶアニメーション「ああっ女神さまっ」、「舞－ＨｉＭＥ」等も当期の売上に貢献い

たしました。さらに、レンタル用ＤＶＤビデオの売上高が66億3百万円となり、市場の広がりに伴い順調に推移いたし

ました。 

 結果、当期の映像パッケージソフト事業の売上高は265億49百万円（前年同期比13.5％増）となりました。 

  

事業部門の名称 売上高 構成比 

映像パッケージソフト事業 26,549 百万円 93.5 ％ 

ライセンス事業 1,855 6.5 

合    計 28,405 100.0 



ライセンス事業 

 当事業部門につきましては、劇場作品「機動戦士Ｚガンダム－星を継ぐ者－」、「誰も知らない」等の劇場配分収入

が大きく貢献し、また商品化権収入等の売上増もあったことから、国内ライセンス事業の売上高は12億8百万円（前年

同期比18.4％減）となり、「座頭市」の劇場配分収入が大きく貢献した前期の実績には及ばなかったものの、当初予想

を大きく上回りました。一方、海外ランセンス事業につきましては、北米マーケットの不振もあり、当期の売上高は、

6億47百万円（前年同期比24.8％減）となりました。 

 結果、当期のライセンス事業の売上高は18億55百万円（前年同期比20.8％減）となりました。 

（2）キャッシュ・フローの状況 

 当期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末と比べ23億62百万円増加し、97億19百  

万円（前年同期比32.1％増加）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期の営業活動の結果、得られた資金は33億13百万円（前年同期比34.2％増加）となりました。これは主に、税引前

当期純利益が44億95百万円ありましたが、法人税等の支払額が19億72百万円、売上債権の減少額が6億82百万円、仕入

債務の減少額が5億43百万円、前受金の増加額が2億72百万円あったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期の投資活動の結果、使用した資金は5億19百万円（前年同期比12.4％減少）となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出が3億82百万円、投資有価証券の取得による支出が1億21百万円あったことによるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期の財務活動の結果、使用した資金は4億32百万円（前年同期比28.6％増加）となりました。これは、配当金の支

払いによるものであります。 

 

 なお、資金の有効活用のために、平成18年４月３日より株式会社バンダイナムコホールディングスへ40億円の貸付を

行いました。当該契約は、３か月の短期貸付であり、貸付期間中に当社の資金需要が発生した際には同社から返還され

ることとなっております。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

 該当事項はありません。 

（2）受注実績 

 該当事項はありません。 

（3）仕入実績 

 当事業年度における仕入実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の金額は、当期仕入高によって表示しております。 

（4）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に対する割合は、次のとおりであります。 

３．映像パッケージソフトの販売実績を商品区分別に示すと次のとおりであります。 

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

映像パッケージソフト事業 17,286,963 116.8 

ライセンス事業 927,944 90.8 

合計 18,214,908 115.2 

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

映像パッケージソフト事業 26,549,744 113.5 

ライセンス事業 1,855,733 79.2 

合計 28,405,477 110.4 

相手先 

第22期 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱星光堂 2,660,096 10.3       3,133,928    11.0  

㈱ハピネット 2,649,967 10.3       2,892,196    10.2  

商品区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

 映像ファン向け 21,818,897 126.4 

 一般向け 2,308,758 97.2 

 子供向け 2,311,691 70.1 

 新規商品 110,397 24.0 

 合  計 26,549,744 113.5 



４．当事業年度における主な作品シリーズ別の売上構成比は次のとおりであります。 

５．当事業年度における映像パッケージソフトの媒体別の売上構成比は次のとおりであります。 

シリーズ名 売上構成比（％） 

 機動戦士ガンダム 40.4 

 クレヨンしんちゃん 4.5 

 攻殻機動隊 3.7 

 その他 51.4 

合  計  100.0 

媒体名 売上構成比（％） 

 ＤＶＤビデオ 96.1 

 ビデオカセット等 3.9 

合  計 100.0 



３【対処すべき課題】 

  当社が属する映像パッケージソフト業界は、ＤＶＤプレーヤーの一般家庭への普及に伴うＤＶＤビデオの伸張により

順調に推移してまいりました。一方で音楽業界ではコンパクトディスクの売上が年々低下するなど、コンテンツビジネ

スを取り巻く環境は著しく変化しております。このような状況は、単にパッケージソフト業界のみならず、放送、映

画、出版、広告等あらゆるメディアにおいて顕著になっております。 

  高速大容量のブロードバンド環境が整備され、これに対応した高性能ハード機器の急速な普及により、それらのメデ

ィアを利用した新しいコンテンツビジネスが出現してきており、１点目の課題は、これらへの取り組みと有効活用であ

ると考えております。具体的には、音楽や映像の配信や電子出版などであり、従来メディアによるビジネスに加え、新

たなビジネスチャンスとして注目を集めております。 

  また、「ワンソース・マルチユースの徹底」を経営方針として掲げておりました当期までの中期経営計画では、当社

は映像コンテンツの開発を核としておりましたが、今後さらに音楽・出版へと幅を広げ、より多彩なコンテンツ（注）

の開発及び権利確保に取り組むことも、２点目の重要な課題であると考えております。 

 平成18年３月から 始まります新中期計画（第24期から第26期まで）の経営方針におきましては、新たなメディアへ

の対応と新たなコンテンツの創出を戦略課題としております。 

（注）コンテンツとは、映像系・音声系・テキスト系等経済的価値のある情報のことで、具体的には映画・アニメ・ゲ

      ーム・楽曲・キャラクター・小説・イラストなどを指します。 

  



４【事業等のリスク】 

  有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当期末現在において当社が判断したものであります。 

 １．単一事業への集中 

 当社のコア・コンピタンスは映像事業であり、その主な収益は映像作品を企画制作し、これらをパッケージソフト

として販売することによるものです。これらの国内におけるパッケージソフトビジネスの売上が、全体の約９割を占

めていることから、特化型事業による効率化が可能な半面、単一事業への集中という側面を持ち合わせており、市場

環境の変化に影響を受けやすくなります。ここ数年、映像ソフト業界はＤＶＤハードの普及により順調に売上は推移

しておりますが、新規商材の開発や海外への展開を積極的に推進することにより、事業の拡大に努めてまいります。

２．視聴環境の変化と多様化 

 現在、家電メーカーによる次世代ＤＶＤの開発が進んでおり、今後、映像記録媒体が変化することが考えられま

す。また、映像再生機能が搭載された携帯ゲーム機の出現やビデオオンデマンド配信等に代表される視聴環境の多様

化も映像ソフト業界に影響を与える可能性があります。当社は保有するコンテンツを最大限に活用し、迅速にこれら

のニーズに対応できるよう、最新の技術に関する研究を進めてまいります。 

３．投資環境の変化 

 アニメーション市場に参入する企業が増加する中、当社の一作品当たりの出資比率は低下傾向にあります。投資比

率の低下によって回収効率が高まる一方、長期的には当社が取得する権利の範囲が狭くなるという危険も持ち合わせ

ております。当社は、長期的かつ計画的な投資計画に基づき、将来の運用を目的として、さらなるコンテンツの取得

を目指してまいります。 

４．製作ラインの不足 

 ＴＶ放映用のアニメーション作品の需要が高まる中、作品クォリティの低下と完成スケジュールの遅延は大きなリ

スクとなります。優れた製作能力を有する株式会社サンライズとの協業体制に加え、さらにより多くの製作プロダク

ションとの協力関係の強化に努め、高品質な作品を安定的に輩出できる環境作りに努めてまいります。 

５．主要取引先への依存  

 当社は、多くの製作プロダクションとの協力関係の中で、作品開発及び商品を企画しております。特に親会社の子

会社である株式会社サンライズが製作するアニメーション「機動戦士ガンダム」シリーズ作品の売上高は当社の売上

構成比の中で特に高い位置を占めておりますが、同シリーズ作品の売上構成比は、新作発売の有無によって毎期変動

いたします。従いまして「機動戦士ガンダム」シリーズのような単一のキャラクターや作品の売上構成比がさらに上

昇した場合、将来、これが低下する可能性につきましては、会社業績に対するリスクであると認識しております。 

６．個人情報の取り扱い  

 当社商品の購入者を対象に、当社は「EMOTION FAMILY CLUB ポイントシステム」をインターネット環境において運

営しております。このシステムでは会員の個人情報をサーバ上で管理しておりますが、コンピュータ内への不正な侵

入等により、個人情報の漏洩、書換え、消去等が行われる恐れがあります。このような事態が発生した場合、当社の

社会的信用や顧客満足度が低下し、会社の経営成績に影響を与える可能性があります。当社は係る事故防止のため、

内部管理体制を強化し、個人情報の保護に取り組んでおります。 

７．親会社との関係 

 当社は、親会社である株式会社バンダイナムコホールディングスを中核としたバンダイナムコグループに属してお

り、同社は当社の議決権の63.2％（間接被所有割合を含む）を保有しております。同企業グループは、トイホビー、

ゲーム、アミューズメント施設及びキャラクタービジネス等の総合エンタテインメント事業を営んでおり、当社はこ

の企業グループにおいて、主に映像コンテンツの創出を担っております。当社は、多くの映像製作プロダクションと

の取引により事業展開しているため、親会社への事業上の依存度は、きわめて低いといえますが、親会社及びグルー

プの経営戦略等の影響を受ける可能性はあります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

６【研究開発活動】 

 当社は、多様化する消費者の趣向に対応するため、また、新しい商品市場や新しい商品ジャンルを開拓するため

に、日々研究、開発及び調査を行っております。 

 主に、新しい商品をマーケットに送り出すためのアイデア、企画の収集、調査及び試作等を積極的に進めておりま

す。 

 なお、当事業年度における研究開発費を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５ 経理の状況 １．財務諸表の作成方法につい

て」に記載されているとおりであります。 

 

（2）当期の経営成績の分析 

①損益の状況 

 損益の状況については、「第２ 事業の状況 １．業績等の概要（１）業績」に記載しております。 

②財政状態の分析 

（資産の部） 

 資産につきましては、前事業年度末と比べ、当期における収益確保と売上債権の回収に伴って、現金及び預金の残

高が23億62百万円増加し、売上債権が6億82百万円減少した結果、総資産は17億82百万円増加し、201億46百万円とな

りました。 

（負債の部） 

  負債につきましては、前事業年度末と比べ、前受金が2億72百万円増加したものの仕入債務が5億43百万円減少した

こと等により総額で4億17百万円減少し、75億74百万円となりました。 

（資本の部） 

 株主資本につきましては、前期決算の利益処分に基づく支出が2億75百万円あったものの、当期純利益が26億51百

万円となったこと等から、前事業年度末と比べ22億円増加し、125億71百万円となりました。この結果、株主資本比

率は、前事業年度末の56.5％から62.4％に上昇いたしました。 

③キャッシュ・フローの状況 

 キャッシュ・フローの状況については、「第２ 事業の状況  1. 業績等の概要（２）キャッシュ・フローの状

況」 に記載しております。 

 

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

  経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」 に記載しております。

 

（4）戦略的現状と見通し 

  現在、コンテンツビジネスは、パッケージ系メディアからネットワーク系メディアへと広がりを見せております

が、ＤＶＤビデオの業界売上高は、引き続き最高売上を更新しており、映像パッケージビジネスの業界における市場

相手先名 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

日本レコードセンター㈱ 日本 映像パッケージソフト 物流業務の委託 
自 平成13年２月１日 

至 平成19年１月31日 

事業部門の名称 金額（千円） 

映像パッケージソフト事業 163,401 

ライセンス事業 531 

合計 163,932 



の転換期は、まだ少し先のことかと思われます。しかし、「ＨＤ ＤＶＤ」、「ブルーレイディスク」等の次世代Ｄ

ＶＤが昨年より話題になってきており、映像パッケージビジネスの中におけるメディアの変化は、徐々に近づきつつ

あると考えます。当社は次期を次世代ＤＶＤの本格的普及期及び非パッケージ系メディアにおけるコンテンツビジネ

スの伸張等に備えるための先行投資の時期と位置づけておりますが、ＤＶＤビデオによる現行ビジネスも更に深耕

し、事業の拡大を図ってまいります。 

 次期の映像パッケージソフト事業の見込みにつきましては、北野武監督の「ＴＡＫＥＳＨＩＳ’」、是枝裕和監督

の最新作「花よりもなほ」等良質な劇場作品に加え、「リーンの翼」「かしまし～ガール・ミーツ・ガール～」等新

しいキャラクターによるＴＶアニメ等の映像パッケージソフトを発売してまいります。また、高付加価値商品の展開

及びレンタル用ＤＶＤビデオのラインナップの充実を図り、当期以上の売上高を見込んでおります。 

 ライセンス事業の見込みにつきましては、国内では、劇場等の配分収入売上、番組販売売上に加え、キャラクター

の商品化売上にも注力し、ライセンス事業の領域拡大により売上増を図ってまいります。また、海外については、

BANDAI VISUAL USA INC.を拠点として北米圏での販売の立て直しを図るとともに、成長著しいアジア圏での展開にも

注力してまいります。 

 さらに、従来のビジネスモデルでの売上増を図りながら、将来のためのビジネスモデル構築にも積極的に取り組ん

でまいります。そのひとつが、アニメーションを核としたポータルサイト事業であり、このサイトからコンテンツ配

信、Ｗｅｂマガジン、Ｅコマース等ビジネスウインドウを広げるとともに、現行ポイントシステムと連動させ、会員

制ビジネスの可能性を探りつつ、新たな事業の構築を目指してまいります。 

  

 なお、本有価証券報告書に記載している見通しなど将来についての事項は、本有価証券報告書提出日現在において

判断したものであり、予測しえない経済状況の変化等さまざまな要因があるため、その結果について、当社が保証す

るものではありません。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当期の設備投資については、当期中に重要な影響を及ぼす設備投資、売却及び撤去はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１ 各資産の金額は、有形固定資産の帳簿価額であります。 

２ 賃借中の主な設備は次のとおりです。 

（1）本社：住友不動産㈱より、年間201,983千円にて賃借しております。 

（2）大阪営業所：㈱バンダイより、年間8,775千円、三井不動産ビルマネジメント（株）より、年間5,749千円

にて賃借しております。 

（3）荻窪スタジオ：朝日不動産管理(株)より、年間13,187千円にて賃借しております。 

３ 「その他」は有形固定資産（映像マスター等）の保管委託先であります。 

４ リース契約による賃借設備の主なものは以下のとおりです。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 （1）重要な設備の新設等 

  当期末現在、該当事項はありません。 

 （2）重要な設備の除却等 

  当期末現在、該当事項はありません。 

  平成18年２月28日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数 
（名） 

建物 
工具器具
及び備品 

映像マス
ター 

映像マス
ター仮勘
定 

合計 

本社 

（東京都港区） 

映像パッケージソ

フト事業 

ライセンス事業 

企画、製作販

売、管理業務 
56,308 45,153 - - 101,462 149 

大阪営業所 

（大阪市北区） 

映像パッケージソ

フト事業 
販売業務 13,793 4,888 -  -  18,682 13 

荻窪スタジオ 

（東京都杉並区） 

映像パッケージソ

フト事業 

企画、製作業

務 
2,317 6,350 -  -  8,667 -  

その他 － 預け先 -  -  429,307 67,930 497,237 -  

合計 72,419 56,393 429,307 67,930 626,050 162 

名称 件数（件） リース期間（年）
年間リース料 
（千円） 

未経過リース料 
（千円） 

コンピューターソフトウェア（所有権移

転外ファイナンスリース） 
4 ５ 5,591 12,173 

コンピューター及び周辺機器（所有権移

転外ファイナンスリース） 
11 ５～６ 18,453 41,707 

電話交換機ほか事務機器（所有権移転外

ファイナンスリース） 
3 ５ 4,137 12,679 

自動車（所有権移転外ファイナンスリー

ス） 
4 ５ 2,548 3,501 

合計 30,729 70,061 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．有償一般募集（発行価格846,000円、資本組入額340,000円）を行っております。 

２. 平成14年８月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式を、１株につき３株の割合

をもって分割しております。 

３. 平成16年６月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式を、１株につき３株の割合

をもって分割しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 576,000 

計 576,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年２月28日） 

提出日現在発行数 
（株） 

 （平成18年５月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

 内容 

普通株式 144,000 144,000 
東京証券取引所 

 市場第一部 
－ 

計 144,000 144,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年11月28日 

（注１） 
2,000 16,000 680,000 2,182,500 1,012,000 1,214,500 

平成14年10月18日 

（注２） 
32,000 48,000 － 2,182,500 － 1,214,500 

平成16年８月16日 

（注３） 
96,000 144,000 － 2,182,500 － 1,214,500 



（4）【所有者別状況】 

  

（5）【大株主の状況】 

 （注）１．前事業年度末現在主要株主であった株式会社バンダイは、株式会社ナムコと両企業グループを統括する持株 

      会社である株式会社バンダイナムコホールディングスを設立し、関連会社株式管理業務が移管となったた 

           め、当事業年度末では同社が主要株主になっております。 

  平成18年２月28日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ー  20 17 34 53 2 5,822 5,948 - 

所有株式数

（株） 
ー  13,624 805 91,440 14,107 3 24,021 144,000 - 

所有株式数の

割合（％） 
ー  9.5 0.6 63.5 9.8 0.0 16.7 100.00 - 

  平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
会(％) 

株式会社バンダイナムコ   

ホールディングス 
東京都港区港南２－１６－２ 89,850 62.39 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２－１１－３ 5,140 3.56 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,800 1.25 

ザチェースマンハッタンバ

ンクエヌエイロンドン 

（常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET  

LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 1,650 1.14 

バンダイビジュアル 従業員

持株会 
東京都港区東新橋１－９－２ 1,604 1.11 

ビービーエイチフォーフィ

デリティパシフィックベー

シンエクスジャパンコレク

ティブトラスト       

（常任代理人 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）  

40 WATER STREET, BOSTON MA 02109 U.S.A.  

（東京都千代田区丸の内２－７－１） 
1,576 1.09 

ステートストリートバンク

アンドトラストカンパニー

５０５１０３      

（常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A.  

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
1,358 0.94 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 

東京都千代田区丸の内２－７－１  
1,350 0.93 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会

社  （信託口） 
東京都千代田区丸の内１－４－５  1,155 0.80 

株式会社サンライズ 東京都杉並区上井草２－４４－１０ 1,125 0.78 

計 － 106,608 74.03 



       ２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は4,225株でありま 

      す。なお、それらの内訳は、年金信託設定分1,401株、投資信託設定分2,824株となっております。 

    ３．当事業年度末における三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の所有株式数1,155株は、その他信託分であります。 

（6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

     自己株式等は保有しておりません。 

（7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 144,000  144,000 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 144,000 － － 

総株主の議決権 － 144,000 － 

  平成18年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － －  －  － － 

計 －  －  －  － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

（1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

                                           平成18年５月20日現在 

 （注）平成18年５月20日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定 

    により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めて 

    おります。 

（2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対し安定的に利益還元を行うことを利益配分に関する基本方針としております。この方針に基づ

き、従来は期末のみ年１回実施しておりました株主配当につきまして、中間期末及び事業年度末の各株主の機会均等

を図ることを目的として、平成17年２月期から中間配当を実施しております。 

 当期中間の１株当たり配当金につきましては、普通配当1,500円を実施しており、期末の１株当たり配当金につき

ましては、普通配当1,500円に業績連動の特別配当1,500円及び東京証券取引所市場第一部指定を記念した記念配当

500円を加えた3,500円を予定しております。この結果、当期の配当性向は27.8％となりました。今後もこの中間及び

期末における普通配当を維持しながら、加えて業績に連動した配当の実施を目指してまいります。 

 さらに、当社が販売するＤＶＤビデオ又はビデオカセットを贈呈する株主優待は、これまで年一回中間期末の株主

を対象として実施しておりましたが、当期より期末の株主も対象とし、年二回実施といたしました。 

 なお、利益処分に基づく役員賞与金につきましては、社内基準に基づいて厳正に配分しております。 

 また、内部留保金につきましては、製作投資を継続することにより、映像作品を核としたコンテンツの著作権等の

権利を取得して中長期的な利益の確保を図るための原資とするほか、海外拠点の構築、事業環境の整備及びＭ＆Ａ等

の各施策を積極的に実施し、可能性のある事業への再投資を行い、将来の事業の拡大・強化に備えたいと考えており

ます。 

 なお、第23期の中間配当についての取締役会決議は平成17年10月７日に行っております。 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額 

  自己株式取得に係る決議 －  －  －  



４【株価の推移】 

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は平成18年２月１日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は平成15

年12月11日までは日本証券業協会におけるもの、平成15年12月12日から平成18年１月31日までは東京証券取

引所市場第二部におけるものであります。なお、第21期の事業年度別最高・最低株価のうち※１印は日本証

券業協会によるものであり、第23期の事業年度別最高・最低株価のうち※２印は東京証券取引所市場第二部

におけるものであります。 

２．□印は、株式分割権利落ち後の株価であります。 

（2）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は平成18年２月１日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京証券

取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高（円） 1,900,000 
1,340,000 

□360,000 

516,000 

※１ 549,000 

1,310,000 

□455,000 

594,000 

 ※２ 609,000 

最低（円） 1,120,000 
830,000 

□170,000 

402,000 

※１ 205,000 

480,000 

□201,000 

428,000 

 ※２ 300,000 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高（円） 397,000 389,000 415,000 464,000 609,000 594,000 

最低（円） 374,000 364,000 380,000 392,000 421,000 428,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

 取締役社長 

（代表取締役） 
  川城 和実 昭和34年11月４日生 

昭和57年４月 ㈱キャニオンレコード入社 

平成元年７月 ㈱バンダイ入社 

平成６年４月 当社入社 

平成11年３月 映像事業本部映像企画部長 

平成11年５月 取締役映像事業本部映像企画部

長 

平成15年５月 代表取締役社長（現任） 

450 

専務取締役   渡辺 繁 昭和32年４月14日生 

昭和56年４月 ㈱バンダイ入社 

平成４年10月 当社制作本部第１制作部長 

平成５年５月 取締役制作本部第１制作部長

平成７年５月 常務取締役 

平成９年５月 専務取締役 

平成９年６月 代表取締役社長 

平成11年５月 

 [他の会社の

㈱

専務取締役（現任） 

代表状況] 

エモーション代表取締役社長

225 

常務取締役   前田 明雄 昭和33年11月15日生 

昭和57年４月 ㈱オービック入社 

昭和62年３月 当社入社 

平成７年３月 制作本部第２事業部長兼制作管

理部長 

平成７年５月 取締役制作本部第２事業部長兼

制作管理部長 

平成15年５月 常務取締役 

平成16年３月 常務取締役（現任） 

450 

取締役 
管理セクショ

ンリーダー 
江口 政道 昭和33年５月25日生 

昭和55年４月 ㈱バンダイ入社 

平成９年11月 当社入社 管理本部経理部長 

平成10年５月 取締役管理本部経理部長 

平成11年５月 取締役管理本部長 

平成17年３月 取締役管理セクションリーダー

兼企画室長 

平成18年３月 取締役管理セクションリーダー

（現任） 

225 

取締役 

セールスセク

ションリーダ

ー 

中野 耕次 昭和32年10月13日生 

昭和54年４月 ㈱ナガオカ入社 

平成元年３月 当社入社 

平成13年３月 映像事業本部営業部長 

平成15年５月 取締役映像事業本部営業部長 

平成17年３月 取締役営業セクションリーダー

兼営業推進グループゼネラルマ

ネージャー 

平成18年３月 取締役セールスセクションリー

ダー兼営業管理グループゼネラ

ルマネージャー（現任）  

186 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 

マーケティン

グセクション

リーダー 

上埜 芳被 昭和35年６月３日生 

昭和59年11月 東芝映像ソフト㈱入社 

平成４年７月 当社入社 

平成15年３月 映像事業本部制作部長 

平成15年５月 取締役映像事業本部制作部長 

平成17年３月 取締役プロデュースセクション

リーダー兼制作推進グループゼ

ネラルマネージャー 

平成18年３月 取締役マーケティングセクショ

ンリーダー兼海外プロデュース

グループゼネラルマネージャー

兼事業管理グループゼネラルマ

ネージャー（現任）  

3 

取締役 
経営セクショ

ンリーダー 
藤川 正之  昭和36年３月８日  

昭和58年４月 ㈱山星屋入社 

昭和63年３月 当社入社  

平成17年３月 経営企画グループゼネラルマネ

ージャー 

平成18年３月 経営セクションリーダー兼社長

室ゼネラルマネージャー 

平成18年５月 取締役経営セクションリーダー

兼社長室ゼネラルマネージャー

（現任） 

115 

取締役  

プロデュース

セクションリ

ーダー 

森本 浩二  昭和38年２月11日  

昭和62年４月 三菱電機㈱入社 

平成９年10月 当社入社  

平成17年３月 第１プロデュースグループゼネ

ラルマネージャー 

平成18年３月 プロデュースセクションリーダ

ー兼第１プロデュースグループ

ゼネラルマネージャー  

平成18年５月 取締役プロデュースセクション

リーダー兼第１プロデュースグ

ループゼネラルマネージャー

（現任） 

3 

取締役   今野 達則  昭和28年７月11日生  

昭和53年４月 日本コロムビア㈱入社 

平成３年７月 当社入社 

平成13年９月 経営企画室長 

平成15年５月 取締役経営企画室長 

平成17年３月 取締役経営企画セクションリー

ダー 

平成17年５月 取締役内部監査室担当 

平成17年９月 取締役生産グループゼネラルマ

ネージャー 

平成18年３月 

 [他の会社の

BANDAI 

取締役（現任） 

代表状況] 

VISUAL USA INC.President 

225 

取締役  内田 健二 昭和28年９月８日生 

昭和53年10月 ㈱日本サンライズ（現 ㈱サン

ライズ）入社 

平成４年３月 同社取締役 

平成14年４月 同社常務取締役 

平成16年５月 当社取締役（現任） 

平成18年４月 ㈱サンライズ専務取締役 

（現任） 

45 

 



（注） １．取締役内田健二は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役根本忠正、山本昌平及び渡邉直文は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

常勤監査役  根本 忠正 昭和24年１月30日生 

平成元年５月 ㈱バンダイ入社 

平成４年５月 ㈱バンプレスト取締役管理本部

経理部長 

平成14年５月 当社監査役 

平成14年６月 当社常勤監査役（現任） 

0 

監査役  山本 昌平 昭和37年12月31日生 

平成10年４月 東京弁護士会弁護士登録 

 柳瀬法律事務所（現 丸の内中

央法律事務所） 

 （現在に至る）

平成10年５月 当社監査役（現任） 

 ㈱メガハウス監査役（現任） 

0 

監査役  渡邉 直文 昭和21年９月15日生 

昭和48年４月 東京国税局入局 

平成８年７月 川口税務署副署長 

平成10年７月 東京国税局調査第一部特別国税

調査官 

平成13年８月 渡邉直文税理士事務所開設 

  （現在に至る）

平成15年５月 当社監査役（現任） 

平成17年１月 ビーピー・カストロール㈱監査

役（現任） 

0 

     計    1,927 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、健全な企業経営と事業展開を進める上で、経営の意思決定の透明性の維持、向上及びコンプライアンスの

重視が最重点課題であると考えております。 

（1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況（当 

   期末現在） 

 当社は、監査役制度を採用しております。当社の取締役は８名（注１）で、内１名は社外取締役であります。ま

た、監査役は３名で、常勤監査役を含め全員が社外監査役であります。 

 当社は、毎月１回開催される定時取締役会と、必要に応じて開催する臨時取締役会のほか、常勤取締役及び常勤監

査役によって構成される常勤役員会を週１回開催し、重要な取締役会決裁案件の事前協議及び会社経営上の日常事項

の協議を行って、経営の意思決定の透明性を高めております。また、常勤取締役（役付取締役を除く）及び常勤監査

役は、ＧＭ会議（注２）に出席してＧＭ会議決裁案件等による事業運営状況を把握するとともに、事業運営上のアド

バイスを行っております。 

 また、当社の社外取締役及び非常勤監査役は、取締役会のほか毎月中旬に開催される事業報告会（注３）に出席す

ることで、取締役による経営状況及びゼネラルマネージャーによる業務執行状況を詳細に把握、監視するとともに、

経営上及び事業展開上の問題点の指摘並びに改善点の勧告を積極的に行っております。 

 当社は、監査役による会社経営監査、会計監査人による会計監査、内部監査室（２名）による業務監査をそれぞれ

厳密に行うとともに、常勤監査役を中心として互いに連携し、会社の内部統制状況を日常的に監視し、また、監査役

会は常勤の取締役及び各グループのゼネラルマネージャーに対して定期的に面接を実施することにより、問題点の把

握、指摘、改善勧告を行っております。なお、会社の規程集は随時改定し、内部統制上の齟齬がないように努めてお

ります。 

 内部監査室の監査手続きは、期首に作成し、社長承認を経た内部監査計画書に基づき実施しております。被監査グ

ループへは、事前に文書あるいは口頭にて監査通知をし、書類監査及び実施監査を行い、監査後は、監査報告書を社

長宛提出するとともに、被監査グループへ、必要に応じて改善勧告書により改善の要請をしております。 

 当社は、コンプライアンスプログラムを制定するとともに、コンプライアンス委員会を設置して法令遵守の精神を

浸透させ、問題の発生を防止しております。なお、コンプライアンス対応が必要であるとする社員からの報告・相談

に対応するため、担当弁護士にコンプライアンス用の電子メールアドレスを設置するとともに、社員に広く告知して

おります。また、様々な危機事態に備えるため、バンダイビジュアル危機管理マニュアルを制定するとともに、危機

発生時には随時危機管理委員会を招集し、対応することとしております。 

 また、当社の会計監査については、三興監査法人が株主総会にて選任され、監査を実施しております。監査業務を

執行した公認会計士は次のとおりであります。 

 三興監査法人 

    代表社員 業務執行社員 樋口 計夫（継続監査年数７年） 

    代表社員 業務執行社員 奥田 基樹（継続監査年数７年） 

  会計監査業務に係る補助者は、全て公認会計士で構成されております。 

     当社のコーポレート・ガバナンス体制を図式すると以下のようになります。 

            ※報告書の提出日現在取締役数は10名になっております。（注１）を参照ください。 



 （2）役員報酬・監査報酬の内容 

役員報酬等の内容 

１） 役員に支払った報酬 

   取締役   ７名   87百万円 

   監査役   ３名   19百万円 

２） 利益処分による役員賞与金の支給額 

   取締役   ７名   54百万円 

   監査役   ３名    5百万円 

監査報酬の内容 

   公認会計士法第２条第１項に規定する業務に係る報酬の金額 18百万円 

 （3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

  当社の社外取締役（１名）は、当社の親会社（株式会社バンダイナムコホールディングス）の子会社（株式会社サ

ンライズ）の常務取締役（注４）であります。株式会社サンライズは、当社の主要仕入先（版権料の主要支払先、映

像製作の主要委託先）であります。 

 当社の社外監査役３名のうち１名（常勤監査役）は、当社の親会社（株式会社バンダイナムコホールディングス）

の子会社（株式会社バンプレスト）の元取締役であります。当社と株式会社バンプレストとの取引は軽微でありま

す。 

 （4）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

  当社は、前述のとおり、毎月１回開催する定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

また、週１回常勤役員会を開催することで、経営の意思決定過程の透明化を心がけております。なお、毎月１回開催

する事業報告会に社外取締役及び非常勤監査役が参加することで、事業運営状況の把握に努めております。 

 当社は、権限委譲による意思決定の迅速化と業務執行単位の意思疎通強化を主な目的として、平成16年３月１日付

で組織・人事制度の改革を行い、本部、部、課、係等の重層的な組織をグループ（又は室）のみに単純化し、各組織

に長として置いていた重層的な役職もゼネラルマネージャー及びその補佐役であるアシスタントゼネラルマネージャ

ーのみに整理しております。また、職務権限規程以下の諸規程を改定し、担当取締役決裁であった事項をＧＭ会議若

しくは担当ゼネラルマネージャー決裁としております。この改革により、取締役は事業運営の多くをＧＭ会議以下に

権限委譲し、企業経営に専念することとしております。さらに当社は、取締役の経営責任をより明確にし、経営環境

の変化に迅速に対応するため、平成16年５月22日に開催した第21期定時株主総会の決議に基づいて定款を変更し、取

締役の任期を２年から１年に短縮しております。また、平成17年３月１日付でグループを業務内容ごとに、セクショ

ンに分け、原則として取締役が各セクションリーダーに就くことにより、経営執行者としての立場がより明確なもの

になる体制へと変更しております。 

 （注）１．平成18年５月20日に開催した第23期定時株主総会の決議に基づき、取締役を２名増員し、報告書の提出日現 

      在合計10名になっております。 

    ２．ＧＭ会議は、当社の組織単位であるグループ(室)の長であるゼネラルマネージャー全員で構成され、毎月２ 

      回開催し、会社の事業推進上の重要事項の決裁（上位機関である社長決裁、取締役会決裁のものを除く）、 

      上位機関で決裁する案件の協議、ゼネラルマネージャーが決裁した案件の報告等を行っております。 

    ３．事業報告会は、非常勤を含む全ての取締役及び監査役並びに全てのゼネラルマネージャーで構成され、毎月 

      １回開催し、計数報告、事業推進上の協議、報告等を行っております。 

    ４．平成18年４月27日開催の株式会社サンライズ取締役会の決議により、同社専務取締役に昇任いたしました。 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）

及び当事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）の財務諸表について、三興監査法人の監査を受け

ております。 

３ 連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  資産基準              0.83 ％ 

  売上高基準             0.27 ％ 

  利益基準             ▲0.47 ％ 

  利益剰余金基準          ▲0.52 ％ 



【財務諸表等】 

（1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第22期 

（平成17年２月28日） 
第23期 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   7,357,837   9,719,979  

２ 売掛金 ※１  4,553,695   3,870,868  

３ 商品   403,109   295,293  

４ 仕掛品   189,835   166,300  

５ 貯蔵品   15,841   11,003  

６ 前渡金   3,263,031   3,140,653  

７ 前払費用   122,547   130,169  

８ 繰延税金資産   566,498   626,310  

９ 未収入金   16,941   15,923  

10 その他   20,214   36,641  

貸倒引当金   △19,653   △1,166  

流動資産合計   16,489,899 89.8  18,011,978 89.4 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

（1）建物  75,556   90,830   

減価償却累計額  7,219 68,337  18,410 72,419  

（2）工具器具及び備品  66,692   97,393   

減価償却累計額  24,671 42,021  41,000 56,393  

（3）映像マスター  3,431,972   3,648,692   

減価償却累計額  3,013,900 418,072  3,219,384 429,307  

（4）映像マスター仮勘定   52,286   67,930  

有形固定資産合計   580,717 3.2  626,050 3.1 

２ 無形固定資産        

（1）ソフトウェア   58,344   92,802  

（2）電話加入権   4,077   4,077  

無形固定資産合計   62,422 0.3  96,880 0.5 

 



  
第22期 

（平成17年２月28日） 
第23期 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

３ 投資その他の資産        

（1）投資有価証券   886,204   1,072,277  

（2）関係会社株式   110,523   110,523  

（3）長期貸付金   80,810   72,395  

（4）破産更生債権等   39,497   39,105  

（5）長期前払費用   1,647   2,557  

（6）繰延税金資産   27,229   4,293  

（7）差入保証金   194,464   209,666  

（8）その他   10,916   11,918  

貸倒引当金   △120,307   △111,500  

投資その他の資産合計   1,230,986 6.7  1,411,236 7.0 

固定資産合計   1,874,125 10.2  2,134,167 10.6 

資産合計   18,364,025 100.0  20,146,146 100.0 

        
 



  
第22期 

（平成17年２月28日） 
第23期 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形   801,630   783,257  

２ 買掛金 ※１  4,099,772   3,574,911  

３ 未払金 ※１  947,497   887,169  

４ 未払費用   482,573   358,222  

５ 未払法人税等   1,089,605   1,059,490  

６ 前受金    70,739   342,874  

７ 預り金   15,126   14,367  

流動負債合計   7,506,945 40.9  7,020,293 34.8 

Ⅱ 固定負債        

１ 役員退職慰労引当金   148,062   180,936  

２ 預り保証金   337,599   373,476  

固定負債合計   485,662 2.6  554,413 2.8 

負債合計   7,992,608 43.5  7,574,707 37.6 

        
 



  
第22期 

（平成17年２月28日） 
第23期 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  2,182,500 11.9  2,182,500 10.8 

Ⅱ 資本剰余金        

    資本準備金  1,214,500   1,214,500   

  資本剰余金合計   1,214,500 6.6  1,214,500 6.0 

 Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  79,318   79,318   

２ 任意積立金        

 （1）特別償却準備金  1,091   769   

 （2）別途積立金  4,144,000   5,944,000   

３ 当期未処分利益  2,571,727   2,932,133   

利益剰余金合計   6,796,137 37.0  8,956,221 44.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  178,279 1.0  218,217 1.1 

資本合計   10,371,417 56.5  12,571,438 62.4 

負債資本合計   18,364,025 100.0  20,146,146 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第22期 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１  25,739,716 100.0  28,405,477 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  15,907,579 61.8  18,214,908 64.1 

売上総利益   9,832,137 38.2  10,190,569 35.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 運賃  361,959   373,702   

２ 広告宣伝費 ※１ 2,593,124   2,520,439   

３ 役員報酬及び給与手当  1,504,801   1,425,838   

４ 福利厚生費  192,603   227,514   

５ 退職給付引当金繰入額  86,790   54,359   

６ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 32,331   32,874   

７ 旅費交通費  146,966   132,303   

８ 減価償却費  19,336   29,959   

９ 研究開発費 ※２ 79,695   163,932   

10 地代家賃 ※１ 172,726   243,234   

11 賃借料   79,424   48,794   

12 貸倒引当金繰入額  4,694   115   

13 その他 ※１ 526,811 5,801,266 22.5 530,867 5,783,935 20.4

営業利益   4,030,871 15.7  4,406,633 15.5 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  2,069   1,358   

２ 受取配当金  33,730   37,620   

３ 為替差益  -     1,904   

４ その他  3,801 39,601 0.2 5,492 46,375 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１ 為替差損  8,354    -   

２ 新株発行費  1,556   -   

３ その他  7,700 17,610 0.1 - -  -  

経常利益   4,052,862 15.8  4,453,009 15.7 

 



  
第22期 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１  貸倒引当金戻入額  12,501    27,407    

２ 投資有価証券売却益      -   12,501 0.0 29,000 56,407 0.2 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損   267   81   

２ 固定資産除却損 ※３ 42,716   5,331   

３ 投資有価証券評価損   332   -     

４ 関係会社株式評価損  40,469    -     

５ 差入保証金評価損   2,810 -     

６ 和解金  -   86,596 0.3 9,000 14,413 0.1

税引前当期純利益   3,978,768 15.5  4,495,003 15.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,844,455   1,905,359   

法人税等調整額  △139,974 1,704,480 6.6 △62,138 1,843,220 6.5 

当期純利益   2,274,287 8.9  2,651,783 9.3 

前期繰越利益   369,440   496,349  

中間配当額   72,000   216,000  

当期未処分利益   2,571,727   2,932,133  

        



売上原価明細書 

（注） 

  
第22期 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

Ⅰ 仕入高 ※１ 3,665,731 23.2 4,274,516 23.6 

Ⅱ 映像製作費  3,006,002 19.0 4,313,353 23.8 

Ⅲ 版権料  8,706,090 55.0 9,112,900 50.3 

Ⅳ その他 ※２ 439,836 2.8 406,321 2.3 

当期仕入高  15,817,661 100.0 18,107,092 100.0 

期首商品たな卸高  493,027  403,109  

期末商品たな卸高  403,109  295,293  

当期売上原価  15,907,579  18,214,908  

      

第22期 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 仕入高のうちに、投入途中にある期首期末の仕掛

品（パッケージ、ジャケット、印刷物等）を加減

算しております。 

※１          同左 

※２ その他の主な内訳 ※２ その他の主な内訳 

減価償却費 317,625千円 減価償却費 299,045千円 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第22期 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税引前当期純利益  3,978,768 4,495,003 

減価償却費  349,573 347,090 

諸引当金の増減額  22,435 5,578 

受取利息及び受取配当
金 

 △35,800 △38,978 

固定資産除却損  42,716 5,331 

和解金    -    9,000 

投資有価証券評価損  332  -    

投資有価証券売却益   -     △29,000 

関係会社株式評価損  40,469 -    

差入保証金評価損  2,810   -    

売上債権の増減額  △1,084,887 682,826 

たな卸資産の増減額  89,184 136,188 

前渡金の増減額  484,726 122,378 

未収入金の増減額  △6,212 1,018 

前払費用の増減額  41,799 △7,622 

仕入債務の増減額  962,933 △543,234 

未払金の増減額  350,341 △60,328 

前受金の増減額  △1,084,087 272,134 

預り保証金の増減額  48,431 35,876 

役員賞与の支払額  △56,300 △59,700 

その他  27,592 △117,997 

小計  4,174,827 5,255,567 

利息及び配当金の受取
額 

 35,800 38,978 

和解金の支払額   -    △9,000 

法人税等の支払額  △1,742,360 △1,972,335 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,468,267 3,313,211 

 



  
第22期 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △472,956 △382,994 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 741 2 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △28,687 △52,889 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △1,553 △121,602 

投資有価証券の売却に
よる収入 

   -    30,000 

関係会社株式の取得に
よる支出 

 △102,760  -    

貸付金の回収による収
入 

 12,360 8,415 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △592,854 △519,069 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

配当金の支払額  △336,000 △432,000 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △336,000 △432,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 1,539,412 2,362,141 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 5,818,425 7,357,837 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 7,357,837 9,719,979 

    



④【利益処分計算書】 

  
第22期 

株主総会承認日 
（平成17年５月21日） 

第23期 
株主総会承認日 

（平成18年５月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   2,571,727  2,932,133 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

 特別償却準備金取崩額  322 322 338 338 

合計   2,572,049  2,932,471 

Ⅲ 利益処分額      

１ 配当金  216,000  504,000  

２ 役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
59,700 
(5,000) 

 
61,700 
(5,150) 

 

３ 任意積立金      

別途積立金  1,800,000 2,075,700 1,600,000 2,165,700 

Ⅳ 次期繰越利益   496,349  766,771 

      



重要な会計方針 

項目 
第22期 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

総平均法による原価法を採用しておりま

す。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法を採用しております。 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産  

ソフトウエア（自社利用分） 

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

無形固定資産  

同左 

４ 繰延資産の処理方法  新株発行費 

 支出時に全額費用処理しております。 

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権及び破産更生

債権等については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。なお、当期末においては、年

金資産が退職給付債務を上回ってお

りますので退職給付引当金の残高は

ありません。 

また、数理計算上の差異は発生の翌

事業年度から10年（各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内）で均等償却しております。 

過去勤務債務については、その発生

年度に一括して処理しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 



項目 
第22期 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資を現金及び現金同等物と

しております。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  

   消費税等の会計処理 

同左 

  



会計処理方法の変更 

追加情報 

第22期 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準）   

  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）が平成17年２月28日に終了する事業年度に係る財

務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業年

度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。こ

れによる税引前当期純利益に与える影響はありません。 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第22期 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

（厚生年金基金の解散） 

 当社が加入する玩具人形厚生年金基金は平成17年１月28

日付で厚生労働大臣より解散が認可され、同日付で解散致

しました。 

 これにより損益に与える影響は軽微であります。 

 （外形標準課税） 

 外形標準課税制度の導入に伴い、法人事業税の付加価値

割及び資本割36,862千円は、実務対応報告第12号「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取り扱い」（企業会計基準委員会（平成16

年２月13日））に従い、販売費及び一般管理費として処理

しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

第22期 
（平成17年２月28日） 

第23期 
（平成18年２月28日） 

※１ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

あります。 

※１ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

あります。 

売掛金 15,286千円 

買掛金 51,217千円 

未払金 6,826千円 

売掛金 884千円 

買掛金 75千円 

未払金 5,383千円 

※２ 会社が発行する株式の総数 

普通株式 576,000株 

発行済株式総数 

普通株式 144,000株 

※２ 会社が発行する株式の総数 

普通株式 576,000株 

発行済株式総数 

普通株式 144,000株 

３ 配当制限に関する注記 

商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付し

たことにより増加した貸借対照表上の純資産額

は 178,279千円であります。 

３ 配当制限に関する注記 

商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付し

たことにより増加した貸借対照表上の純資産額は

218,217千円であります。 

第22期 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社との主な取引は次のとおりであります。 

※１ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社との主な取引は次のとおりであります。 

 売上高 87,412千円 

 売上原価 156,030千円 

 広告宣伝費 8,735千円 

 地代家賃 9,683千円 

 その他 23,068千円 

 売上高 27,694千円 

 売上原価 83,621千円 

 広告宣伝費 3,436千円 

 地代家賃 5,623千円 

 その他 18,358千円 

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開

発費 
79,695千円 

一般管理費に含まれる研究開

発費 
163,932千円 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 33,331千円 

工具器具及び備品 5,642千円 

映像マスター 3,742千円 

計 42,716千円 

建物及び構築物 296千円 

工具器具及び備品 95千円 

映像マスター 4,939千円 

計 5,331千円 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

第22期 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 7,357,837千円 

現金及び現金同等物 7,357,837千円 

現金及び預金勘定 9,719,979千円 

現金及び現金同等物 9,719,979千円 

第22期 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

借手側 借手側 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  （有形固定資産）  
(無形固定

資産) 
  

  
工具器具

及び備品 
 
車両及び

運搬具 
 
ソフト

ウェア 
 合計 

  千円 千円 千円 千円

取得価額

相当額 
 104,118 4,977 33,096 142,192

減価償却

累計額相

当額 

 35,795 2,211 19,858 57,865

期末残高

相当額 
 68,322 2,765 13,238 84,327

  （有形固定資産）  
(無形固定

資産) 
  

  
工具器具

及び備品
 
車両及び

運搬具 
 
ソフト

ウェア 
 合計 

  千円 千円 千円 千円

取得価額

相当額 
 111,072 5,112 37,270 153,455

減価償却

累計額相

当額 

 57,589 2,270 25,265 85,125

期末残高

相当額 
 53,482 2,842 12,004 68,330

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 26,536千円 

１年超 59,474千円 

計 86,011千円 

１年内 24,760千円 

１年超 45,301千円 

計 70,061千円 

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料 46,348千円 

減価償却費相当額 43,617千円 

支払利息相当額 2,867千円 

支払リース料 30,729千円 

減価償却費相当額 28,413千円 

支払利息相当額 2,188千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理の対象銘柄は次の基準としております。 

時価の下落率50％以上のもの………………全銘柄 

時価の下落率が30％以上50％未満のもの…回復可能性がないと判断した銘柄 

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

 種類 

第22期（平成17年２月28日） 第23期（平成18年２月28日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

(1) 株式 50,554 352,722 302,168 52,383 419,753 367,370 

(2) 債券       

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 50,554 352,722 302,168 52,383 419,753 367,370 

合計 50,554 352,722 302,168 52,383 419,753 367,370 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

30,000 29,000     -  

種類 
第22期（平成17年２月28日） 第23期（平成18年２月28日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 644,005 763,047 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

 該当事項はありません。 

第22期 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

      確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。 

      平成9年5月1日より、退職一時金制度から適格退職年金制度へ全面移行しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

（注）上記年金資産以外に厚生年金基金制度における年金資産がありましたが、平成17年1月28日付で厚生労働大臣より

解散の認可を受けました。 

３ 退職給付費用の内訳 

 
第22期 

（平成17年２月28日） 
第23期 

（平成18年２月28日） 

①退職給付債務 △501,480千円        △540,005千円 

②年金資産（注） 529,413千円        603,838千円 

③未積立退職給付債務（①+②） 27,933千円       63,832千円 

④会計基準変更時差異の未処理額 － －  

⑤未認識数理計算上の差異 69,887千円       33,901千円 

⑥未認識過去勤務債務（債務の減額） － －  

⑦貸借対照表計上額（純額）（③+④+⑤+⑥）   97,821千円         97,734千円 

⑧前払年金費用   97,821千円         97,734千円 

⑨退職給付引当金（⑦-⑧） － －  

 
第22期 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

第23期 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

退職給付費用 86,790千円       54,359千円 

（1）勤務費用 39,493千円       49,580千円 

（2）利息費用 9,294千円      10,029千円 

（3）期待運用収益（減算）  △12,018千円        △13,235千円 

（4）過去勤務債務の費用処理額 46,241千円       －  

（5）数理計算上の差異の費用処理額 3,778千円      7,983千円 

（6）会計基準変更時差異の費用処理額 －   －  

（7）臨時に支払った割増退職金 －  200千円 



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（税効果会計関係） 

 
第22期 

（平成17年２月28日） 
第23期 

（平成18年２月28日） 

（1）割引率（％） 2.0  2.0  

（2）期待運用収益率（％） 2.5  2.5  

（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

（4）数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10 

 
発生の翌事業年度から10年で均

等償却しております。 

発生の翌事業年度から10年で均

等償却しております。 

第22期  
（平成17年２月28日） 

第23期  
（平成18年２月28日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

前渡金評価損 239,440 千円

未払事業税 97,705 

未払賞与 152,622 

貸倒引当金繰入超過額 49,030 

役員退職慰労引当金 60,705 

研究開発費 57,630 

その他 101,123 

繰延税金資産合計 758,259 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △534 

前払適格退職年金 △40,106 

その他有価証券評価差額金 △123,889 

繰延税金負債合計 △164,530 

繰延税金資産の純額 593,728 

繰延税金資産   

前渡金評価損 317,443 千円

未払事業税 81,625 

未払賞与 104,893 

貸倒引当金繰入超過額 38,952 

役員退職慰労引当金 73,460 

研究開発費 67,946 

その他 135,410 

繰延税金資産合計 819,731 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △294 

前払適格退職年金 △39,680 

その他有価証券評価差額金 △149,152 

繰延税金負債合計 △189,127 

繰延税金資産の純額 630,604 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内容 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、記載を省略しております。 

３．「地方税法等の一部を改正する法律」が平成15年３

月31日に公布され、法人事業税に外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、平成17年３月以降に解消

する繰延税金資産及び繰延税金負債に使用する法定

実効税率を42％から41％に変更しております。 

 この税率の変更により、繰延税金資産17,502千

円、当期純利益17,502千円が、それぞれ減少してお

ります。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内容 

同左 

 

 

  

 ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



【関連当事者との取引】 

第22期 

（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ㈱バンダイとの取引条件については、一般取引先と同様の取引を勘案して決定しております。 

２ 兄弟会社等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ㈱サンライズとの取引条件については、一般取引先と同様の取引を勘案して決定しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上 

の関係 

親会社 
㈱バン
ダイ 

東京都
台東区 

24,460,479 
玩具等の
製造販売 

被所有 
直接 
62.4％ 
間接  
0.8％ 

－ 

商品の
販売、 
映像製
作の受
託、 
版権料
の支
払、 
大阪営
業所及
び名古
屋営業
所の事
務所賃
借 

営業
取引 

商品の
販売、
配分金
の受取 

87,023 売掛金 15,286 

版権料
の支払
等 

155,965 買掛金 51,182 

広告宣
伝費の
支払 

8,735 

未払金 6,826 
事務所
家賃の
支払 

12,244 

その他 23,518 

属性 
会社等
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上 
の関係 

親会社
の子会
社 

㈱サン
ライズ 

東京都
杉並区 

39,624 

アニメー
ションの
企画及び
制作 

所有 
直接  
7.6％ 
被所有 
直接  
0.8％ 

兼任 
１名 

映像製
作の委
託、 
ビデオ
化の許
諾 

営業
取引 

配分金
の受取 

76,467 - 

映像製
作の委
託 

589,760 

未収入
金 

837 

前渡金 827,704 

版権料
の支払 

2,279,001 

買掛金 730,478 商品部
材の仕
入 

23,320 

広告宣
伝費の
支払 

8,308 未払金 6,992 

営業

取引

以外

の取

引 

受取配
当金 

32,000 － 



第23期 

（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。  

 （注）  資本金及び議決権の被所有割合、期末残高については平成18年２月28日の残高、状態を表示しております。 

 （注）  取引の内容及び取引金額については平成17年９月29日から平成18年2月28日までの内容を表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等  

 ㈱バンダイナムコホールディングスとの取引条件については、一般取引先と同様の取引を勘案して決定しておりま

す。  

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。 

 （注）  資本金及び議決権の被所有割合、残高については平成17年11月30日の残高、状態を表示しております。 

  （注）  取引の内容及び取引金額については平成17年3月1日から平成17年11月30日までの内容を表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ㈱バンダイとの取引条件については、一般取引先と同様の取引を勘案して決定しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上 

の関係 

親会社 

㈱バン
ダイナ
ムコホ
ールデ
ィング
ス 

東京都
港区 

10,000,000 

 バンダイ
ナムコグ
ループの
中長期経
営戦略の
立案・遂
行 
グループ
会社の事
業戦略実
行支援・
事業活動
の管理 

被所有 
直接 
62.4％ 
間接  
0.8％ 

－ 

ブラン
ディン
グコン
サルテ
ィング
の委託 

営業
取引 

諸手数
料の支
払 

5,127 

 未払金 5,383 

その他 260 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上 

の関係 

親会社 
㈱バン
ダイ 

東京都
台東区 

24,664,368 
玩具等の
製造販売 

被所有 
直接 
62.4％ 
間接  
0.8％ 

－ 

商品の
販売、 
映像製
作の受
託、 
版権料
の支
払、 
大阪営
業所及
び名古
屋営業
所の事
務所賃
借 

営業
取引 

商品の
販売、
配分金
の受取 

25,564 売掛金 5,075 

版権料
の支払
等 

83,505 買掛金 7,780 

広告宣
伝費の
支払 

3,518 

未払金 1,105 
事務所
家賃の
支払 

7,754 

その他 14,356 



２ 兄弟会社等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。  

 （注）  資本金及び議決権の被所有割合、期末残高については平成18年２月28日の残高、状態を表示しております。 

 （注）  取引の内容及び取引金額については平成17年12月1日から平成18年2月28日までの内容を表示しております。  

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ㈱バンダイとの取引条件については、一般取引先と同様の取引を勘案して決定しております。  

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ㈱サンライズとの取引条件については、一般取引先と同様の取引を勘案して決定しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上 

の関係 

親会社
の子会
社 

㈱バン
ダイ 

東京都
台東区 

24,664,368 
玩具等の
製造販売 

被所有 
直接 
0％ 
間接  
0％ 

－ 

商品の
販売、 
映像製
作の受
託、 
版権料
の支
払、 
大阪営
業所及
び名古
屋営業
所の事
務所賃
借 

営業
取引 

商品の
販売、
配分金
の受取 

24,212 売掛金 3,525 

版権料
の支払
等 

106,161 買掛金 41,128 

広告宣
伝費の
支払 

1,458 

未払金 4,630 

その他 6,263 

属性 
会社等
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上 
の関係 

親会社
の子会
社 

㈱サン
ライズ 

東京都
杉並区 

49,749 

アニメー
ションの
企画及び
制作 

所有 
直接  
7.6％ 
被所有 
直接  
0.8％ 

兼任 
１名 

映像製
作の委
託、 
ビデオ
化の許
諾 

営業
取引 

配分金
の受取 

166,387 - 

映像製
作の委
託 

1,450,490  前渡金 745,290 

版権料
の支払 

3,823,601 

買掛金 933,369 商品部
材の仕
入 

26,570 

広告宣
伝費の
支払 

14,456 未払金 3,265 

営業

取引

以外

の取

引 

受取配
当金 

35,000 － 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

第22期 第23期 

（自 平成16年３月１日  （自 平成17年３月１日  

 至 平成17年２月28日)  至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 71,609円14銭       86,873円18銭 

１株当たり当期純利益   15,379円08銭        17,986円68銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載しておりませ

ん。  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載しておりませ

ん。  

   

 

当社は、平成16年８月16日付で株式１

株につき３株の株式分割を行っており

ます。 

  

 

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、以下の

とおりになります。  

  

 
１株当たり純資産額 

57,478円95銭 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

 
１株当たり当期純利益   

13,009円10銭 

  

  

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載しておりませ

ん。  

  

   

 第22期 第23期 

（自 平成16年３月１日 （自 平成17年３月１日 

    至 平成17年２月28日）     至 平成18年２月28日） 

当期純利益（千円）   2,274,287            2,651,783 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
59,700       61,700 

（うち利益処分による役員

賞与金） 

（59,700）  （61,700） 

普通株式に係る当期純利益

（千円） 
2,214,587          2,590,083 

期中平均株式数（株） 144,000        144,000 



（重要な後発事象） 

第22期   第23期 

（自 平成16年３月１日  （自 平成17年３月１日  

   至 平成17年２月28日）     至 平成18年２月28日）  

────────  

株式取得による会社の買収 

 平成18年４月７日開催の臨時取締役会の決議に基づき、 

 平成18年５月１日に株式会社ランティスの株式を取得い 

 たしました。その概要は次のとおりであります。 

 （1）目的 

   音楽事業の業績拡大のため。 

 （2）株式取得の方法 

      発行済株式の譲受及び第三者割当増資の引受け 

 （3）当該会社の概要 

   ①商号    株式会社ランティス 

   ②事業内容  ソフトウェア企画・制作・発売 

          音楽著作権の取得及び管理 

          コンパクトディスク等の原盤の 

          企画・製作 

   ③資本金     50百万円 

   ④売上高   19億73百万円（平成17年９月期） 

   ⑤経常利益   1億68百万円（平成17年９月期） 

 （4）取得株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   ①株式数   810株 

   ②取得価額  10億円 

   ③持分比率  50.6％ 

 （5）資金調達の方法 

   自己資金の充当 

 （6）その他の内容 

   同社は平成18年５月１日より当社の連結子会社とな 

   りました。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

       映像マスター      315,220千円 映像マスター仮勘定より振替及び当期取得分 

       映像マスター仮勘定    59,049千円 映像マスター仕掛品 

２ 長期前払費用は、役務の提供を受ける期間に応じて償却しております。 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（株）サンライズ 2,000 532,482 

（株）レントラックジャパン 424,000 402,800 

（株）キュー・テック 7,410 120,042 

（株）新星堂 38,939 10,864 

（株）ジュージヤ 25,372 6,089 

（株）キャラクター・アンド・アニ

メ・ドット・コム 
100 0 

計 497,821 1,072,277 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 75,556 16,727 1,453 90,830 18,410 12,348 72,419 

工具器具及び備品 66,692 32,162 1,461 97,393 41,000 17,610 56,393 

映像マスター 3,431,972 315,220 98,500 3,648,692 3,219,384 299,045 429,307 

映像マスター仮勘定 52,286 59,049 43,405 67,930 -  -  67,930 

有形固定資産計 3,626,507 423,160 144,821 3,904,846 3,278,795 329,004 626,050 

無形固定資産        

ソフトウェア 92,258 66,398 1,280 157,376 64,574 17,646 92,802 

電話加入権 4,077 -  -  4,077 -   -   4,077 

無形固定資産計 96,335 67,183 2,065 161,453 64,574 17,646 96,880 

長期前払費用 1,750 1,350   3,100 542 439 2,557 



【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

２ 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、個別引当債権の回収額及び一般債権の貸倒実績率による洗替額であ

ります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 （千円） 2,182,500  -   - 2,182,500 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (144,000)  -  - (144,000) 

普通株式 （千円） 2,182,500   -   - 2,182,500 

計 （株） (144,000)   -  -  (144,000) 

計 （千円） 2,182,500   -   - 2,182,500 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金      

株式払込剰余金 （千円） 1,214,500   -   - 1,214,500 

計 （千円） 1,214,500   -   - 1,214,500 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （千円） 79,318   -   - 79,318 

任意積立金      

特別償却準備金(注１) （千円） 1,091   - 322 769 

別途積立金(注２) （千円） 4,144,000 1,800,000   - 5,944,000 

計 （千円） 4,224,410 1,800,000 322 6,024,087 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 139,961 115 2 27,407 112,666 

役員退職慰労引当金 148,062 32,874 -  -  180,936 



（2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

（イ）相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 461 

預金の種類  

当座預金 2,583,346 

普通預金 7,071,914 

別段預金 5,891 

郵便貯金 58,364 

計 9,719,518 

合計 9,719,979 

相手先 金額（千円） 

（株）ハピネット 706,807 

（株）星光堂 593,187 

カルチュア・コンビニエンス・クラブ（株） 217,023 

 ライラック商事（株） 180,897 

 （株）トーハン 154,745 

 その他 2,018,207 

合計 3,870,868 



（ロ）売掛金滞留状況 

ハ 商品 

ニ 仕掛品 

ホ 貯蔵品 

ヘ 前渡金 

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

4,553,695 29,825,751 30,508,578 3,870,868 88.7% 51.5日 

区分 金額（千円） 

映像ソフト 295,293 

合計 295,293 

区分 金額（千円） 

映像ソフト関連 

（パッケージ、ジャケット、印刷物等） 
166,300 

合計 166,300 

区分 金額（千円） 

郵便切手 661 

収入印紙 1,226 

その他 9,115 

合計 11,003 

区分 金額（千円） 

映像製作費 3,035,391 

前払印税 76,585 

その他 28,677 

合計 3,140,653 



ｂ 負債の部 

イ 支払手形 

（イ）相手先別内訳 

（ロ）期日別内訳 

ロ 買掛金 

    ハ 未払法人税等 

相手先 金額（千円） 

ソニー・ＰＣＬ（株） 142,687 

（株）キュー・テック 125,004 

（株）金羊社 112,384 

（株）創通エージェンシー 95,860 

（株）アサツー デイ・ケイ 69,702 

その他 237,617 

合計 783,257 

期日別 金額（千円） 

平成18年３月満期 277,144 

〃 ４月 〃 271,802 

〃 ５月 〃 234,309 

合計 783,257 

相手先 金額（千円） 

 （株）サンライズ 933,369 

 （社）日本音楽著作権協会 513,409 

 （株）ＮＨＫエンタープライズ 126,562 

 （株）電通 121,589 

 （株）キュー・テック 113,220 

 その他 1,766,760 

合計 3,574,911 

相手先 金額（千円） 

芝税務署 708,254 

東京都都税事務所 313,663 

大阪府府税事務所 25,071 

大阪市北区役所 9,532 

愛知県南部県税事務所 2,108 

名古屋市昭和区役所 859 

合計 1,059,490 



（3）【その他】 

  （訴訟） 

  株式会社竜の子プロダクションが、当社等に対し「マクロス」等の標章使用について金６億８千５百万円の不当利得

 の返還等を求め、平成15年８月25日東京地方裁判所に提訴いたしましたが、平成16年７月１日に同社の全ての請求を棄

 却する判決が下されました。同社はこれを不服とし、当社等に対し金５千万円の不当利得の返還等を求め、平成16年７

 月14日付で東京高等裁判所に控訴いたしました。しかし、平成17年10月27日に同社の請求を棄却する判決が下され、こ

 れに対し同社は上告を行わなかったため、この判決は確定いたしました。 

  



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） １．当社は、旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しており、名義書換代理人の事務取扱場所 

  に据え置いております。 

２．平成18年５月20日開催の第23期定時株主総会において、定款の一部変更が決議され、端株の取扱いは廃止

  とし、公告掲載方法は電子公告に変更しております。 

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ８月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

平成17年度より、年２回、８月31日現在及び２月末日現在の株主及び実質

株主に対し、所有株数に応じて株主優待を実施 

（平成17年度実績） 

所有株式数１株以上保有の株主に対し、次の基準により、株主優待カタロ

グの中の商品群から、希望される当社ＤＶＤビデオまたはビデオカセット

を贈呈 

所有株式数 優待内容 

１株以上 当社ＤＶＤビデオまたはビデオカセット１枚（本） 

５株以上 当社ＤＶＤビデオまたはビデオカセット２枚（本） 

10株以上 当社ＤＶＤビデオまたはビデオカセット３枚（本） 

20株以上 当社ＤＶＤビデオまたはビデオカセット４枚（本） 

30株以上 当社ＤＶＤビデオまたはビデオカセット５枚（本） 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社の親会社等である株式会社バンダイナムコホールディングスは、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場

しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第22期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月23日関東財務局長に提出

（2）半期報告書 

 （第23期中）（自 平成17年３月１日 至 平成18年８月31日）平成17年11月29日関東財務局長に提出 

（3）有価証券報告書の訂正報告書 

  平成17年４月８日関東財務局長に提出 

   事業年度（第21期）（自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

  あります。 

（4）臨時報告書 

     平成17年9月29日関東財務局長に提出 

          企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（親会社の異動）に基づく臨時報告書でありま

    す。 

     平成17年12月１日関東財務局長に提出 

     企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号の規定（親会社の異動及び主要株主の異 

    動）に基づく臨時報告書であります。 

     平成18年4月7日関東財務局長に提出 

          企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であ

    ります。 

（5）臨時報告書の訂正報告書 

     平成17年12月9日関東財務局長に提出 

     平成17年12月１日提出の臨時報告書（親会社の異動及び主要株主の異動）に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年5月21日

バ ン ダ イ ビ ジ ュ ア ル 株 式 会 社   

 取締役会 御中  

 三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 樋口 計夫  印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 奥田 基樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダイ

ビジュアル株式会社の平成16年3月1日から平成17年2月28日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、バンダイ

ビジュアル株式会社の平成17年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年5月20日

バ ン ダ イ ビ ジ ュ ア ル 株 式 会 社   

 取締役会 御中  

 三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 樋口 計夫  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 奥田 基樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダイ

ビジュアル株式会社の平成17年3月1日から平成18年2月28日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、バンダイ

ビジュアル株式会社の平成18年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（2）新株予約権等の状況
	（3）発行済株式総数、資本金等の推移
	（4）所有者別状況
	（5）大株主の状況
	（6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（7）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	（1）定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	（2）資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	（1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（2）最近６箇月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	財務諸表等
	（1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③キャッシュ・フロー計算書
	④利益処分計算書
	関連当事者との取引
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	（2）主な資産及び負債の内容
	（3）その他

	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/61
	pageform2: 2/61
	form1: EDINET提出書類  2006/05/22 提出
	form2: バンダイビジュアル株式会社(941524)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/61
	pageform4: 4/61
	pageform5: 5/61
	pageform6: 6/61
	pageform7: 7/61
	pageform8: 8/61
	pageform9: 9/61
	pageform10: 10/61
	pageform11: 11/61
	pageform12: 12/61
	pageform13: 13/61
	pageform14: 14/61
	pageform15: 15/61
	pageform16: 16/61
	pageform17: 17/61
	pageform18: 18/61
	pageform19: 19/61
	pageform20: 20/61
	pageform21: 21/61
	pageform22: 22/61
	pageform23: 23/61
	pageform24: 24/61
	pageform25: 25/61
	pageform26: 26/61
	pageform27: 27/61
	pageform28: 28/61
	pageform29: 29/61
	pageform30: 30/61
	pageform31: 31/61
	pageform32: 32/61
	pageform33: 33/61
	pageform34: 34/61
	pageform35: 35/61
	pageform36: 36/61
	pageform37: 37/61
	pageform38: 38/61
	pageform39: 39/61
	pageform40: 40/61
	pageform41: 41/61
	pageform42: 42/61
	pageform43: 43/61
	pageform44: 44/61
	pageform45: 45/61
	pageform46: 46/61
	pageform47: 47/61
	pageform48: 48/61
	pageform49: 49/61
	pageform50: 50/61
	pageform51: 51/61
	pageform52: 52/61
	pageform53: 53/61
	pageform54: 54/61
	pageform55: 55/61
	pageform56: 56/61
	pageform57: 57/61
	pageform58: 58/61
	pageform59: 59/61
	pageform60: 60/61
	pageform61: 61/61


